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総合型クラブだからこその
価値とは？

松村　次のクエスチョンに入っていき
たいと思います。「総合型のクラブだ
からこそ提供できる価値とは何か」と
いうことについて、皆様にご意見をい
ただきたいと思います。
　総合型クラブの価値（図８）につい
て簡単に整理すると、例えばお客さま
には、「ウェルビーイングな状態にな
りたい」というニーズがあります。身
体的・精神的な健康だけではなく、特
に社会的な健康、つまり誰かとしっか
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WTP（支払意思額）と
総合型クラブの提供価値の再定義

（後編）

24時間ジムなどとの価格差が意識されるなか、総合型クラブが提供する価値を理解してもらい、
対価として適正な価格を受け入れてもらうには、

単純な「値上げ」ではなく、価値を高めたうえで価格につなげることが重要になる。
後編では、WTP（支払い意思額）を軸に、

価格改定の許容範囲や、値上げに先立って取り組むべきバリューアップについて議論する。

今月のトピックス

2026年7月9日（木）13：00～14：30
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レベルに応じたプログラムを用意する
ことができます。また、先ほどのお話
にもありましたが、お客さま同士のマ
ナーや施設の利用環境をクラブ側がし
っかりとコントロールすることも、総
合型クラブだからこそ提供できる価値
だと思います。こうしたことを前提に、
今だからこそ総合型クラブが提供でき
る価値とは何か（図９）。この点につ
いて、お三方にお伺いしたいと思いま
す。

〇地域の課題を解決
上柿　一言で言うと、今の時代に合わ
せて、地域課題を解決するためのサー
ビスを、その施設でしっかり提供でき
る可能性があることが、総合型クラブ
の大きな価値ではないかと思っていま
す。
　ポイントは2つあります。1つは、
そうした可能性を持つ「箱」、つまり
空間があること。もう1つは、人材、
つまり人を持っていることです。この
2つをいかに掛け合わせていくかが重
要なのではないかと思っています。先
ほど伊藤さんがおっしゃっていたよう
に、小さなお子様から、今では100歳
に近い方、あるいは100歳を超える方
までお越しいただいているというのが、
総合型クラブの一つのイメージになっ
ています。ただ、それだけではなく、
ライフステージごとにさまざまなサー

り関わっていきたいというニーズです。
そうしたお客さまに対して、総合型ク
ラブには専門的な人材がいて、同じ価
値観を持つ人たちが交流できる場があ
ります。ラウンジなど、コミュニケー
ションを取れる場所があることも強み
です。また、「自分に合ったコンテン
ツを探したい」というニーズもありま
す。ジムがいいのか、グループエクサ
サイズがいいのか。さらに、専門的な
アドバイスも受けたいというお客さま
もいます。こうしたニーズに対して、
総合型クラブには多様なプログラムが
あります。また、比較的受け身でも、
自分に合ったものを提供してもらえる
という点も、総合型の強みではないで
しょうか。さらに、仲間との会話やコ
ミュニティへの参加という価値もあり
ます。コミュニティの場をつくること
に力を入れている総合型クラブも多い
と思います。
　一方で、これまで24時間ジムなど
を利用した際に、何となく放置されて
いるような疎外感を感じたり、「自分
にはついていけない」と感じたりする
こともあります。グループエクササイ
ズでも、周りについていけず、なかな
か馴染めない。そうした孤独感が、継
続を難しくする要因にもなっていると
思います。その点、総合型クラブは、
しっかり取り組めば初心者をサポート
できます。グループエクササイズでも、

ビスを提供できることが、総合型クラ
ブの強みだと思います。例えば、お子
様には発育・発達に対するアプローチ、
その保護者の方には子育てに関するケ
アがあります。若い方にはボディメイ
クやダイエット、子育て世代には、そ
のライフスタイルに合わせたサービス
があります。さらに今後は、健康寿命
の延伸という観点から、高齢者向けの
サービスにも、よりフォーカスしてい
く必要があると思います。そこでは、
運動だけではなく、さまざまなコミュ
ニティづくりも重要になってくるでし
ょう。
　つまり、「総合型」という枠にとら
われるのではなく、ライフステージに
合わせたさまざまなサービスを、その
地域の特徴に合わせて、いかにフィッ
トさせていくか。そこに、総合型クラ
ブの大きな価値があるのではないかと
考えています。

〇健康で快適な生活を
　生涯にわたり提供
妹尾　今、上柿さんが話されたことと、
私も随分重なる部分があります。先ほ
どの質問では、機能的価値ではなく、
経験価値や品質価値といった話をさせ
ていただきました。今回このタイトル
を考えると、なんだろう、と結構迷っ
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んは週末にお風呂やサウナを利用する。
その方が一番価値を感じていると言っ
ていたのは、夕食のときに家族でティ
ップネスの話ができるようになったこ
とでした。それがすごく楽しい、と言
っていただいたことが、今でも記憶に
残っています。
　総合クラブというのは、そういうこ
とをたくさんの人に提供できることが、
最大の価値なのではないかなと思いま
す。

〇価値を再認識し、
　再び選ばれるように
伊藤　私が思うのは、コロナ前と価値
が変わったのかということですが、私
は変わっていないと思います。何か大
きなプッシュをして新しいアイテムを
入れたということは、あまりありませ
ん。ただ、先ほどもお話ししたように、
ブティック型のスポーツクラブが周り
にできたことで、これから参加しよう、
入会しよう、スポーツクラブに行きた
いという方から見ると、大きな違いが
できてしまったのかなと思います。
　それがコロナのタイミングかどうか
は分かりませんが、当社ではコロナ禍
でフィットネスクラブの会員が30％
減りました。いまだに回復していませ
ん。回復していない理由は、通ってい
た方がコロナショックで辞めてしまい、
その方たちが戻ってきていないことが
大きいと思います。人口10万～12万
人くらいの都市では、新規会員を大き
く増やすのは難しいので、ここ4～5
年ずっと悩んできました。ただ、最近
少し戻ってきました。以前の会員が、
私たちが「復活会員」と呼んでいる形
で戻ってきています。4～5年も経っ
ていますので、病気をしたり、運動不
足で健康上の問題が出てきたりして、
戻ってくる方もいます。そういう方々
は一度24時間ジムなどにも行かれた
と思います。それでも、やはりうちに
戻ってきていただける。そういう時期

たのですが、おそらく総合型クラブの
価値は、施設そのものではなく、「健
康で快適な生活文化を、生涯にわたっ
て提供・提案し続けられること」では
ないかなと思っています。つまり、施
設産業というより、健康で快適な生活
を生涯にわたって提供するということ
です。24時間ジムやブティック型ク
ラブは、今の価値をしっかり提供して
いると思います。ただ、総合型クラブ
は、先ほどの0歳からシニアまでとい
う話のように、長くお付き合いできる。
そこが総合型クラブでしか提供できな
い価値なのではないかと思います。
　それから、先ほどファミリーという
話がありましたが、私も思い出したこ
とがあります。
　2010年に藤枝店を開業したとき、
1年間だけ開業支配人を経験しました。
そのとき、あるお客さまから「ティッ
プネスをここに作ってくれて、本当に
ありがとう」と言われました。
「どうしたんですか」と聞くと、それ
まで奥さんと子どもと毎夕食事をして
いても、一切会話がなかったそうです。
ところが、ティップネスができてから
は、子どもは「今日は誰々コーチにバ
タ足を教えてもらった」と話し、お母
さんは「このインストラクターのレッ
スンにはまっている」と話す。お父さ

が今来たのかなと感じています。その
意味では、コロナでマイナスにはなり
ましたが、総合スポーツクラブは、過
去に会員だった方が価値を知っている
からこそ、戻ってきてくれるのではな
いかと、今すごく期待しています。
　それに対してPRの仕方など、いろ
いろあると思いますが、やはり強いの
はお風呂です。お風呂だけの利用率は
会員の30％くらいあります。私たち
は勝手に「お風呂会員」と呼んでいる
のですが、マシンも何も利用せず、お
風呂だけは毎日利用する方がいます。
そのうち、お子さんが大きくなってお
風呂に入るのが夫婦二人になり、「じ
ゃあお前も入れよ」という感じで、お
父さんが入っていると奥さんも入って
くる。そういうことも見えてきます。
やはり、お風呂を併設することが今、
脚光を浴びているのかなと思います。
サウナブームもありますので、その辺
りが今、比較して感じているところで
す。

24時間ジムの
3倍の会費を払う必要性

松村　ありがとうございます。それで
は、次のクエスチョンに入っていきた
いと思います。「なぜ24時間ジムの3

2026年（令和8年）10月15日
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ると思っています。弊社でも、「なぜ
弊社を選んでいただいたのか」という
アンケートを取っています。先ほどの
情緒的価値の話にもありましたが、や
はり大きなところでいうと、「安心だ
から」「信頼できるから」とおっしゃ
る方が非常に多いです。安心や信頼と
いうのがポイントで、人的サービスの
価値、安心安全という点が小型のジム
との違いと捉えていただいていると感
じます。そうした基本的な取り組みを
繰り返していくことが、非常に重要な
のではないかと感じています。

〇ライフステージごとに
　提供できる価値
妹尾　投影された資料31を見ながら
お話しします。先ほどから「生涯価
値」のような話をしていますので、こ

倍の会費を払う必要があるんです
か？」とお客さまに聞かれたときに、
どう答えるかという質問です。たまた
まお三方にご協力いただいて、価格に
ついて少し分析してみました。
 　例えば東京・大田区の蒲田（図
10）には、コナミスポーツさんもテ
ィップネスさんもあります。店舗のフ
ルタイム会員、いわゆるレギュラー会
員では、コナミスポーツさんが1万
2,540円、ティップネスさんが1万
1,480円。一方、多店舗利用ができる
24時間ジムでは、エニタイムフィッ
トネスさんが7,400円、フィットイー
ジーさんが8,000円を切るくらい、フ
ィットプレイスさんが3,000円台、ラ
イフフィットさんが2,980円という価
格帯です。総合型クラブのマスター会
員、つまりそのブランドならどこの店
舗でも利用できる会員になると、コナ
ミスポーツさんが1万9,080円、ティ
ップネスさんが2万2,220円です。3
倍とまでは言わないまでも、8,000円
の3倍である2万4,000円に近い金額
になっています。
　では、「24時間ジムの3倍の会費を
払う必要があるのか」と聞かれたら、
どう答えられるのか。これを一つの題
材として、皆さんに伺いたいと思いま
す。ベスパさんの例（図11）では、
地方型とおっしゃりつつも、会費は1
万1,000円。近隣の競合としてアクト
スさんがあり、こちらも1万1,220円
ほどです。さらに、エニタイムフィッ
トネス、フィットイージー、ワールド
ジムプラスなどが周辺の競合としてあ
るという状況です。そうした背景を含
めて、施設見学に来たお客さまからこ
の質問をされたら、どう答えるのか。
論破するということではありませんが、
いかがでしょうか。

〇実際の評判や口コミを通じ、
　価値を実感
上柿　利用される方の趣向に違いがあ

の文脈もそうかなと思いました。企業
ではLTV、顧客生涯価値と言いますが、
これはどちらかというと企業側からの
概念です。お客さまから生涯どのくら
いお金をいただけるだろう、という考
え方です。でも、今日のテーマに即す
ると、逆に、お客さまが生涯このクラ
ブから受けられるベネフィット、便益
という考え方になるのではないかと思
います。24時間型やブティック型が
「今」の価値を提供しているとすれば、
総合型クラブは、「生涯このクラブか
らこんな価値を受けられます」という
ことを提案できる。それが価格に反映
されるのではないでしょうか。だから
こそ、月会費だけでは語れないという
ことだと思います。クラブに通うこと
で運動習慣ができたり、健康寿命が延
びたり、医療・介護のリスクが下がっ

2026年（令和8年）10月15日

図10

図11



6

価値を見ていただいたら、ぱっと決ま
るぐらいの価値があると思っています。
いかにして、これから参加したい、入
会したいという方を店に来てもらうか。
そこは当社でも重要だと考えています。
当社の入会のほとんどは口コミです。
現会員がいかに周りに広げてくれるか、
そこが一番だと思っています。特に、
既存会員は「3倍払っても価値があ
る」と思って来ていただいているわけ
ですから、その方々からの紹介をどう
生み出すかが重要です。ただ、一人の
会員が紹介できるターゲットには限り
があります。そこをどうするかという
のは、皆さんも悩んでいるところだと
思います。当社では、会社の別事業で
お米の生産をしていますので、入会し
た方と紹介した方に、それぞれ5キロ
ずつお米をプレゼントするということ
を続けています。「ちょっとお米に困
ってきたな。そういえば、あの人を入
会させようかな」と思ってもらえたら、
本当はうれしいところです。昨年のお
米騒動もありましたので、意外とそれ
が受けています。既存会員が何かのき
っかけで人を紹介できる、そういう仕
組みをつくれたら最高だと思っていま
す。ですから、私にとって3倍という
のは、ある意味当たり前です。それぐ
らいの施設、それぐらいの人的サービ
スを提供しようと思っています。

価格改定による
会員数や施設収益の変化

松村　ありがとうございます。ここに
関して、皆さんのお話の中でキーワー
ドとして出てきたのは、顧客ロイヤリ
ティのようなものをしっかりお客さま
に感じていただくこと。そして、それ
を働く人間、施設で働く人間が自信を
持って感じ、共有できていることだと
思います。
　そうすれば、「うちは24時間ジム
とは違って、こういう状況もあるので、

たりする。さらに、仲間ができ、コミ
ュニティに参加できて、前向きな毎日
を送れる。カーブスさんにも同じよう
なことがあるかもしれませんが、総合
型フィットネスクラブの場合は、非常
に幅広い世代に、ライフステージごと
にそうした価値を提供できます。そこ
が非常に大きな価値であり、だからこ
そ月会費を高くいただけるだけの価値
を提供できるのではないかと思います。

〇まずは来店してもらうこと
伊藤　「会費が24時間ジムの3倍」と
言われたら、私がスポーツクラブに携
わっていない仕事をしていたら、3倍
のところには行かないと思います。同
じようなスポーツクラブであれば、私
もそう思うと思います。それがなぜか
というと、総合型スポーツクラブがど
んなところなのかが、世間にあまり分
かっていないからです。例えばテレビ
を見て、「スポーツクラブに行こうか
な」と思ったとき、今は外から見ると、
24時間ジムのような小型のジムや、
パーソナル、ピラティスなどの方がス
ポーツクラブに見えてきている。そう
いうところでは、先ほどもあったよう
に、価値観を伝えきれていないと思い
ます。かといって、CMや大きな広告、
テレビ宣伝を打つのも、なかなか難し
い。では、どうしたら総合スポーツク
ラブに3倍払ってもいいと思える価値
を感じてもらえるか。やはり、来店し
てもらうことだと思います。
　24時間ジムに行って施設を見て
「ここいいな」と思ってそのまま入る
人は稀だと思います。そして24時間
ジムに行ったあと、私たちのところを
見に来てもらうと、大抵の方が驚きま
す。「えっ、これ全部使っていい
の？」「そうです」「全部無料な
の？」「無料です」と答えると、意外
と気持ちが動いて、「入ろうかな、楽
しそうね」となる。
　もしかすると、24時間ジムよりも

これだけいろいろなものを提供できま
す」と、自信を持って言えるようにな
ります。それを、この質問を受けたス
タッフがどう実感として持てるか。そ
こが重要なのかなと思います。
　では、次の質問に行きたいと思いま
す。ここからは第3部ということで、
今回の本質的なテーマであるWTPに
ついて、さらに掘り下げていきたいと
思います。近年、先ほどのセミナーで
スポーツクラブNAS社長の黒田さん
が、「値上げという言葉は使わない。
バリューアップである」とおっしゃっ
ていました。我々も、その価値観を前
提にしたいと思います。とはいえ、バ
リューアップのためには、やはりきち
んと価格転嫁をしていかなければなら
ないということで、各社が現在、価格
改定を実施しているのか、最近どのよ
うな価格改定のプロセスを経てきたの
か、そして現状でどのくらいまで許容
されるのかを、お三方に伺いたいと思
います。
　コロナ禍以降、資材費や人件費など
も上昇しています。そうした中で、価
格改定によって会員数や施設収益がど
う変化したのか、3つほど顕著な事例
を見てみたいと思います（図12～
14）。一つは好事例です。コロナ禍
前からコロナで一度落ちたものの、必
要なバリューを提供しながら価格も上
げ、それに伴って在籍数も伸び、収益
も改善しているケースです。一方で、
価格を上げて収益も上がっているもの
の、在籍数は減っているケースもあり
ます。価格改定とバリューアップを行
ったものの、その意図がお客さまに十
分伝わっていないのではないか、とい
うケースです。さらに、会員在籍数も
減り、収益も増えていない、価格は上
げたものの両方が伴っていないという
厳しいケースもあります。この3つの
どこかに、それぞれのクラブが当ては
まるのではないかと思います。こうし
た状況を前提に、上柿さんからお答え

2026年（令和8年）10月15日
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得権を残していて、同じ価値なのに古
い会員さんは安いということがありま
した。それはよろしくないということ
で、そのタイミングですべて既得権を
なくしました。同じ権利なら同じ価格
にするということです。これはコロナ
禍の2021年頃に行いました。次は、

いただいてよろしいでしょうか。

〇値上げの許容範囲を見極める
上柿　「値上げはどこまで許容される
か」というのを、こちらがどこまで考
えても、お客さまの判断を確認しなけ
れば分からないというのが、大きな実
感です。ただ、大きなポイントは3つ
だと思っています。一つは自社の状況。
もう一つは近隣の競合の状況。そして、
もう一つが市場の状況です。
　例えばコナミスポーツクラブ蒲田の
近くにはティップネスさんがあり、去
年、一昨年とリニューアルされました
ので、非常に苦戦したという実感もあ
ります。競合の状況は大きなポイント
です。
　市場の状況については、15年くら
い前、原油価格の高騰で値上げをせざ
るを得ないという価格改定をした記憶
があります。今は原油価格だけではな
く、最低賃金など、いろいろなものが
どんどん高騰している物価高の世の中
です。そうした状況に対するお客さま
の心理的な理解は、過去とは全く違う
のだろうと思います。それに対して各
社が、競争戦略の中で人に力を入れる
のか、効率化を図るのかという判断を
しています。そうした状況に対して、
お客さまにどこまで理解していただけ
るかも変わってくると思います。実際
の状況をよく見ながら判断することが
重要で、許容範囲は細かく見ていく必
要があるというのが、今の考えです。

〇価格改定は
　中長期的なトレンドを精査
妹尾　当社は、コロナ禍以降、多いと
ころでは3回、少ないところでは1回、
価格改定を行いました。上げ方もそれ
ぞれ違います。1回目は「価格適正
化」として、廉価版の会員を見直しま
した。思い切って廃止するものもあれ
ば、権利と価格を再考したものもあり
ます。過去に値上げしたときには、既

コロナが明けるタイミング、5類移行
の頃です。このときは店舗ごとではな
く、一律600円の値上げをしました。
直近では、それぞれのエリアの価格情
勢を踏まえて、上げられるところは上
げるといった店舗毎の値上げを行い、
計3回値上げを繰り返しました。結果
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とを踏まえて評価する必要があるので
はないかと思います。

〇値上げには理由ときっかけが必要
伊藤　私は結論から言うと、1,000円
くらい値上げしても十分いいと思って
います。それだけの価値があると思い
ますし、それで会員が減ることもない
のではないかと思っています。という
のは、やはり会社というのは収益があ
ってこそのものです。そのバランスが
取れていないのであれば、今のお客さ
まから、失礼な話ですが、減収分をい
ただかないとなかなか難しいと私は思
います。もちろん、会員増に力を入れ
られていない私たちの責任かもしれま
せん。ただ、例えば先ほどのお風呂の
話でも、朝と夕方の2回来られる方が
います。会員が増えていなくて利用回
数が増えると、損になるよなというこ
とも考えます。来れば来るほど、1回
当たりの会費が安くなるシステムその
ものが問題なのかもしれません。その
意味では、そういう構造も考えなくて
はいけないと思います。
　例えば週2回会員、週4回会員をつ
くることも考えましたが、それもなか
なかバランスを崩す一つの要因になり
ます。であれば、なるべくたくさんの
方に来ていただいて、たくさん会費を
払っていただくのが一番なのかなと思
いますが、なかなかそこには至ってい
ないというジレンマがあります。値上
げについては、競合クラブの様子も見
ます。「隣のフィットネスクラブ、値
段が上がっていたな」と思って調べて
みたら、三重県内で知らぬ間に値上げ
していた、ということもあります。そ
ういう背中を押してもらうような要因
があれば、値上げします。
　私どもはコロナが終わってから一回
だけ1,000円上げました。そのとき役
員の中で話し合ったのは、結局「エイ
ヤァ」なんですよね。「500円にする、
800円にする、1,000円にする」とい

的に全体の平均で見ると、単価はコロ
ナ前から1,500～2,000円くらい上が
ったのではないかと思います。
　どこまで許容されるかについて、先
ほどの資料のグラフをよく見ると、好
事例として出ていた図12のケースで
は、コロナが明けた5類移行以降も、
単価は107％から120％まで上がり、
在籍数も70％から79％まで回復し、
収入も94％まで上昇しています。こ
のケースは、おそらくお客さまが支払
う金額以上に提供価値の方が高いため、
在籍数が減らず、増えているのだと思
います。このような場合、まだ値上げ
の可能性が十分にあるのではないかと
理解しました。次の図13のケースで
は、収入の回復率が88％、単価が
119％というケースです。業界の平均
以上くらいで、決して悪くないと思い
ます。ただ、5類移行以降を見ると、
在籍数は77％まで回復していたのに、
その後、単価の上昇に伴って在籍が減
ってきています。これは、単価上昇の
施策が少し合っていなかったのかもし
れません。価格がそのままだったら、
在籍数がもっと伸びて、掛け算で収入
が増えていた可能性もあります。
　我々はよく昨年対比で数字を見ると
思いますが、実はこのトレンドは前年
対比だけでは見られません。コロナ前
からどのくらい戻っているかという、
少し長期のトレンドで見ないと、値上
げが正しかったのかどうかを評価でき
ません。前年との比較だけではなく、
中期的、あるいは中長期的なトレンド
を見ながら、慎重に価格設定をするべ
きだと思います。そして、もし値上げ
をするのであれば、この後の問いにも
つながりますが、きちんと価値を上げ
ていく、バリューアップをすることが
重要だと思います。外部環境の影響も
あると思います。価格と需要は外部環
境の影響も受けますので、相手を見な
がら価格設計や将来の売上計画を立て
る必要があると思います。そうしたこ

ろいろ計算しても、最終的には「エイ
ヤァ、やってみよう」というところで
す。結果、苦情が来なければ「適正だ
ったんだな」と思いますし、「もう少
し上げておけばよかったな」と考える
こともあります。ある意味、どこかで
誰かが背中を押すか、何かきっかけが
ないと値上げには踏み切れないのかな
と 思 い ま す 。 た だ 、 今 後 は 特 に 、
1,000円上げるのであれば、1,000円
上げる理由が必要です。社会情勢や燃
料高騰などはあると思いますが、ポテ
トチップスの30円値上げとはスポー
ツクラブは全く違います。ポテトチッ
プスなら、パッケージを変えるなどの
小技もできますが、スポーツクラブで
はなかなかそうはいきません。では、
どこで大きなことをするのか。そこを
今、悩んでいるところです。

価格を上げる前に
何をすべきか

松村　ありがとうございます。値上げ
という話をしてきましたが、次は「バ
リューアップ」というところを考えた
いと思います。先ほどのセミナーでい
ただいた言葉を使っていますが、今の
お話にも出てきたように、市場動向で
物価が上がり、原価が上がったから
「申し訳ありませんが値上げします」
と言うだけでは、マヨネーズのように
一律で価格が上がる商品とは違い、
我々の業態では簡単にはいきません。
一方で、2,480円のような業態もこれ
から出てくる中で、その前に何をする
べきなのか。価格を上げる前に何をす
るべきなのか、というところが今回の
本質だと思います。
　まず、総合型クラブの実態を見てみ
ます。総合型クラブはサブスクで、ジ
ム、スタジオ、プールなど、いろいろ
な選択肢があり、さまざまな年代にフ
ィットするサービスを提供しています。
「定期的に健康のために使ってくださ

2026年（令和8年）10月15日
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成のプロセスなどです。もう少し踏み
込むと、お客さまがお困りになること
を想定した利用ガイドラインや、安全
基準などもあります。いろいろな場面
で、お客さまが「不安になる」「不満
になる」ということがあると思います。
さまざまなケースを想定して、しっか
りと環境を整えていくことが重要です。
それぞれのカスタマージャーニーにあ
るさまざまなポイントを切り取り、丁
寧に対応していくことが大切で、それ
がお客さまからしっかりとした対価を
いただくことにつながると思います。

〇情緒的価値、信頼価値、
　経験価値を高める
妹尾　価格を上げる前に何をすべきか
ということですね。裏を返せば、先ほ
ど価格設定やバリューアップの話があ
りましたが、まさしくその通りだと思
います。お客さまが「この価格でも通
いたい」と思えるだけの価値を、先に
提供し、整えておくことが重要です。
先ほど、当社はこれまでに３回ほど値
上げをしたとお話ししました。直近の
値上げの際には、営業・運営部門など
が「何か価値を上げなければいけな
い」と、みんなでいろいろと話し合い
ました。その結果、例えば、これまで
ボディソープやシャンプーがあまり泡
立たなかったので、もう少し泡立つも
のに変更しました。多少は喜んでいた
だけたかもしれません。ただ、「これ
が値上げの対価なのか」と考えると、
少し疑問が残ります。また、なかなか
原価のかかるものは変えられないとい
うことで、苦肉の策として営業時間を
少し後ろに延ばしたり、早めたりもし
ました。シフトライン（労働時間）は
変えない前提なので、人件費はそれほ
ど増えないという考え方です。ただ、
これも大きな効果があったわけではあ
りませんでした。ですから、今日の文
脈でお話ししているような、情緒的価
値や信頼価値、経験価値をどう高めて

い」と言いつつも、平均利用回数は月
に7.7回です。運動は週2～3回程度行
いましょうと言われていますが、この
回数では週2回にも満たないことにな
ります。一方で、「今月は1回も来ま
せんでした」という方も20％います。
年齢層別に見ると、利用回数が多いの
は比較的年齢層の高い方、健康意識の
高い方です。一方、若年層や働き盛り
の方々は、意外と使い切れていません。
また、たくさんある選択肢をうまく使
いこなせているかというと、「自分は
ジムしか使っていません」という方が
3割。スタジオのみという方も10％ほ
どいます。ジムとスタジオを使ってい
る方が30％くらい。そして、総合型
クラブの機能をフルに使って、QOL
を高めているという方は、せいぜい
10％くらいという実態です。
　一方で、総合クラブに求められる入
会価値も、時代の変遷とともに変わっ
てきています。こうした状況を踏まえ
て、価格を上げる前に、総合型という
業態だからこそ何を考え、何をするべ
きなのか。各社ではどう考えているの
かを伺いたいと思います。上柿さんか
らよろしくお願いします。

〇「選んでいただいている」
　状況をつくる
上柿　お客さまからそもそも「選んで
いただいている」という状況をつくっ
ておくことが大前提だと認識していま
す。飛び道具というよりは、「やっぱ
りここがいいよね」と実感していただ
ける状況を、いかに多くの方につくっ
ていけるか。そこが非常に重要なポイ
ントだと思っています。
　私が考えている結論としては、一つ
のアイテムというよりも、お客さまの
カスタマージャーニーの中で、いかに
「選ばれるポイント」をしっかり押さ
えておくかということが重要だと思っ
ています。具体的には、施設の保全、
スタッフ一人ひとりの指導力、人材育

いくかということが、やはり重要だと
思います。
　我々のターゲットは幅広く、それぞ
れライフステージやカテゴリーエント
リーポイントが異なります。ですから、
それぞれに合わせた価値をどう設計し
ていくかということも重要です。先ほ
ど利用動態の話（図15）もありまし
たが、年齢によっても随分違うという
ことでした。それぞれに対して適正な
サービス設計と料金設計を行い、その
結果として単価が上がる。そういう価
値設計が必要なのではないかと思いま
す。さらにもう一つ、値上げで一番気
になるのは既存会員だと思いますが、
実は入会者への影響も非常に大きいん
ですよね。先ほどのトレンドグラフ
（図12～14）にもありましたけれど
も、値上げを告知すると、まず未利用
者の退会が一気に増えます。その後に
起こるのが、入会力の低下です。結果
として、長いトレンドで見ると在籍数
が減り、「ひょっとしたら、もっと収
入を上げられたのではないか」という
ことになるのだと思います。
　では、なぜ入会力が落ちるのか。先
ほどお話しした経験価値や信頼価値は、
まだフィットネスクラブに通ったこと
がない生活者にとって、実際に経験す
ることも体験することもできません。
どうしても価格だけで判断され、「ち
ょっと高いよね」ということで、入会
力が落ちていく。だから我々は、自分
たちの強みである経験価値や信頼価値
を、広告・マーケティング上でどうや
って生活者、つまりまだ入会されてい
ない方々に伝えていくのか。そこも、
値上げをする前にしっかりと考えてお
かなければならないことだと思います。

〇強みと弱みを見極め、弱みを補完
伊藤　私が考える「値上げをする前に
何をすべきか」というのは、まず自分
のクラブの強みと弱みをはっきりさせ
ることです。そして、その弱みをどう

2026年（令和8年）10月15日
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に挑戦していくことがクラブには大事
だと思います。例えば当社では、キッ
チンカーに毎週来てもらっています。
無料で来ていただいて、会員さんが楽
しめる商品を販売してもらう。そうし
た取り組みを続けていますが、それが
出席率の向上にもつながっています。
出席率が上がれば、会員さんのクラブ
に対する満足度も上がります。クラブ
だけでは実現できないこともあります。
そういう場合は、外部の方々と、それ
ぞれの強みと弱みを補い合いながら取
り組んでいけばいいのではないかと思
います。利用回数を増やすための努力
も必要です。利用回数が増えなければ、
なかなか満足度も上がりません。そう
いう状態では、会費も上げにくいので
はないかなと思います。

縮小、強化すべきサービス

松村　ありがとうございます。時間も
迫ってまいりましたが、今後、縮小す
べきサービスや機能と、逆に強化すべ
き機能についてどのようにお考えなの
かお伺いします。

〇運営力を磨き、
　人材の育成と確保を強化
上柿　時間もあまりないということな
ので、簡潔にお話しします。先ほど伊
藤さんも「弱みと強み」という話をさ

やって補っていくか。そこが重要だと
思います。当社の場合、マシンジムの
トレーナーが不足していました。私も
長年この業界にいますが、マシンジム
をきちんと指導できる人材がなかなか
いない状況が続いていました。そこで、
コロナ禍が明けた後、私からの反省文
のような手紙をパーソナルジムに送り
ました。近隣のパーソナルジムの経営
者に向けて、「助けてください」と。
「うちにはもう指導者がいませんので、
どうにか助けてください」ということ
で、パーソナルジムのインストラクタ
ーに来てもらうことにしました。
　もちろん、時給で来ていただくわけ
です。パーソナルジムのインストラク
ターに来てもらうとなると、「ジムの
会員を取られてしまうのではないか」
と考える方もいると思います。ただ、
仮に会員が移ったとしても20～30人
程度です。それほど大きな影響ではあ
りません。それよりも、専門的な知識
や技術をきちんと教えてもらえるメリ
ットの方が大きい。また、パーソナル
ジムのインストラクターにとっても、
自分の得意分野を活かしてお客さまに
喜んでいただける。そうした相乗効果
が生まれ、現在、非常に良い成果につ
ながっています。当社の職員が直接指
導するという形ではありませんが、外
部の専門人材を活用することで、クラ
ブとして不足している部分を補ってい
ます。もう一つは、入会時の動機をき
ちんと実現できているかどうかです。
お客さまが何を目的に入会されたのか。
その目的を達成するためにはどうすれ
ばいいのかというところまで考えて取
り組んでいます。これもかなり成果が
出ています。
　そして、「仲間づくり」です。仲間
づくりと言っても、どうすればお客さ
ま同士がつながるのかというところが
重要です。皆さんも、いろいろな取り
組みをされていると思いますが、失敗
を繰り返してでも、何度も新しいこと

れていましたが、まずは強化すべきこ
とを明確にした上で、弱みについては
効率化していくことが必要だと思って
います。弊社にとっての一番の強みは、
これまで培ってきたスポーツクラブ運
営のプロとしての「運営力」です。お
客さまが「運動したい」と思われたと
きに、我々がお受けする際のノウハウ
や対応力。そこが、我々の大きな強み
だと認識しています。そう考えると、
今後強化すべきなのは、やはり「人の
育成」と「人の確保・採用」です。こ
の２つが、今後に向けて非常に重要に
なってくるのではないかなと思ってい
ます。

〇画一的なサービスを見直し、
　人的サービスへ集中
妹尾　縮小すべきサービスとして、ま
ず挙げられるのは、画一的なサービス
です。総合型クラブ（特に我々の様な
チェーン店）は、最大公約数的なサー
ビスを全会員に対して提供しがちだと
思います。ただ、先ほどお話ししたよ
うに、個店の会員構成、属性をよく見
て、お客さまのライフステージやカテ
ゴリーエントリーポイントに適したサ
ービスをきちんと設計することが重要
です。ですから、画一的なサービスは
見直すべきだと思います。それから、
施設ありきだけの発想もやめた方がい
いと思います。施設の先にある経験や
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ないと思っています。特に、物理的な
ものを縮小するのは、なかなか難しい。
ただし、過剰なサービスについては、
削減した方がいいと思います。先ほど
もお話がありましたが、営業時間やサ
ービスなど、コストがかかっているも
のは、もう一度見直す必要があります。
特に、過剰なサービスは必要ありませ
ん。その一方で、強化しなければなら
ないものが、具体的に一つあります。
それが、学校水泳の民間受託です。プ
ールがある施設は、ぜひ取り組んだ方
がいいと思います。特に、朝の空いて
いる時間に学校水泳を実施することで、
地域の子どもたちが施設に来るように
なります。その相乗効果は、必ず出て
くると思います。また、現在は1回当
たりの単価も相当上がっています。学
校水泳は、我々スイミングスクール業
界の人間からすると、それほど難しい
ものではありません。非常に高度な技
術が必要というわけでもありませんの
で、学校の先生よりも専門的に指導で
きるレベルであれば、十分成立すると
思います。
　あと、もう１点。私は泳力認定の資
格の委員長をしておりますが、子ども
のスイミングスクールが今、伸びてい
る理由の一つは、「やった甲斐があ
る」ということだと思っています。
特にスイミング協会ではライセンスを
発行しています。例えば25メートル
泳げたら何級合格というように、段階
的に認定され、それが全国的な表彰に
もつながっていく仕組みがあります。
そういう観点からすると、大人にも何
か資格を発行してあげたらどうかと思
います。FIAさんもそうですが、イン
ストラクターだけが資格を取るのでは
なく、一般の会員さんにも、資格を取
りたい人はたくさんいると思うんです。
うちのスイミングスクールでも、これ
からは水泳インストラクターを職員だ
けに限定するのではなく、会員さんで
マスターズ大会などに出場している方

信頼まで含めて、もう少し立体的にサ
ービスを設計する必要があります。最
後に、これは個人的にも強く感じてい
ることですが、我々の収益の源泉は会
費収入や利用収入です。店舗も本部も、
それをどう最大化するかというところ
に、経営リソースを最も集中させるべ
きだと思います。「あれもこれも」と
手を広げると、大事なリソースが分散
して、結果的にどれも中途半端になっ
てしまいます。よく経営では、「やる
ことを決めるのではなく、やらないこ
とを決める」と言います。今、我々は
非常に厳しい状況にありますから、そ
うした判断をきちんとしていく必要が
あります。会費収入や会員数、単価の
向上に寄与しないものには、あまりリ
ソースをかけない。そこが重要だと思
います。
　そして、もう一つ強化すべきものを
挙げるとすれば、やはり最後は人的サ
ービスだと思います。ロイヤルティの
話でいうと、清潔さや安全性、スタッ
フが挨拶をするといったことは、そも
そもお客さまからすれば当たり前のこ
とですよね。ですから、これができて
いないと不満足にはなりますが、ロイ
ヤルティが高まるわけではないと言わ
れています。では、何がロイヤルティ
を高めるのかというと、やはり事前期
待とのギャップです。期待を上回る体
験ができるほど、ロイヤルティは高ま
ると言われています。では、それを誰
がつくるのか。やはり「人」なんです
よね。ここは総合型フィットネスクラ
ブの一番の強みですから、人的サービ
スをどう磨いていくか。専門性も含め
て、そこが最も強化すべきポイントで
はないかなと思います。

〇コストを見直し、
　学校水泳と会員のやりがいを強化
伊藤　先ほど私も大体お話ししてしま
ったんですけれども、フィットネスク
ラブで今、縮小すべきものは、あまり

に担っていただくことで、新たなニー
ズが生まれるかもしれません。そこか
ら、職員になっていただく可能性もあ
ると思います。そうした取り組みにも
期待しています。会員さんにも、やり
がいを持てる資格や、水泳大会に出場
した実績など、「何かのやりがい」を
提供することが、我々の仕事なのでは
ないかと思っています。

10年後の総合型クラブ

松村　ありがとうございます。最後の
質問です。時間もなくなってきました
ので、少し無茶ぶりになるかもしれま
せんが、1分程度でお答えいただけれ
ばと思います。「10年後の総合型ク
ラブは、どのような業態になっている
のか」。皆さんがイメージされる10
年後の総合型クラブについて、お聞か
せいただけますでしょうか。

〇地域で選ばれ続ける施設に
上柿　10年というと、すごく直近だ
な思いますが、いわゆる「地域で選ば
れ続ける」、そういう施設になってい
るべきですし、そういう業態だけが生
き残っていると思います。地域の特徴
やライフステージに合わせて、どの商
品を強化し、お客さまにお越しいただ
くのか。そこにしっかり特化すること
が非常に重要だと思っています。

〇10年後の成長を見据え
　業界全体で前進
妹尾　先ほどのトップセミナーでも吉
田専務理事から、フィットネスの最新
の参加率と市場規模についてお話があ
りました。アメリカと同じ方式で算出
すると、参加率は9.6％、市場規模は
1.5兆円という話がありました。僕は、
総合型クラブだけを増やすということ
ではなく、業界全体で未来を考えまし
ょう。10年後は、この倍、つまり参
加率20％、売上規模3兆円を目指すの

2026年（令和8年）10月15日
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は、エリアによって大きく異なるとい
うことがあります。そこをもう一度、
各クラブに照らして見直してみること
が重要だと思います。同時に、お客さ
まのライフステージもさまざまです。
発育・発達や子育てに関する課題を抱
える世代、リフレッシュを求める層、
健康づくりや健康寿命の延伸に強い関
心を持つ層、不安を感じている方、ボ
ディメイクをしたい方など、それぞれ
に異なるニーズがあります。そうした
顧客のライフステージごとの課題をし
っかりと洞察し、自分たちのエリアの
特性と照らし合わせる。そのうえで、
「総合型クラブとして、どのような価
値を提供するのか」を、もう一度見直
してみる。それが大切なのではないか
と思います。現場を持っていない私が
このようなことを申し上げるのは僭越
ですが、そんなことを感じた90分で
した。
　最後にもう一度、3人のパネリスト
の皆さんに拍手をお願いいたします。
本日はご参加いただき、ありがとうご
ざいました。お忘れ物のないよう、お
気をつけてお帰りください。

です。それでも、介護業界が11兆円、
医療費が48兆円と考えると、ものす
ごく小さいですよね。ただ、我々が年
7％ずつ成長すると、10年後には200
％になります。逆に、業界全体がそう
いう目標を掲げながら、個社が何をで
きるのかを考える。これは総合型だけ
ではなく、ブティック型や24時間ジ
ムも含めて、その中で我々が何ができ
るのかをバックキャストして考えてい
く。いろいろなアイデアがありますけ
れども、それを達成するために強く前
進していく。そういうことが重要なん
じゃないかなと思いました。皆さんで
頑張りたいと思います。よろしくお願
いします。

〇10年後の復帰に選ばれる
　総合型クラブへ
伊藤　私も先ほどお話ししましたが、
24時間ジムやブティック型の施設を
利用している若い世代は、5年後10年
後には総合型スポーツクラブに戻って
くるのではないかと思っています。そ
う考えると、5年後10年後には総合型
スポーツクラブにとって、非常に大き
な可能性があるのではないでしょうか。
今は「若い世代をどう取り込むか」と
考えがちですが、そこに無理に答えを
求める必要はないと思います。5年後、
10年後には、現在24時間ジムやブテ
ィック型施設を利用している人たちが、
40代、50代になって総合型クラブに
入会する可能性があります。だからこ
そ、今は将来その人たちがスポーツク
ラブに戻ってきたくなるような総合型
クラブをつくることを考えるべきだと
思っています。
松村　ありがとうございました。本来
であれば、皆さんにもいろいろご意見
をいただきたいと思っておりましたが、
時間となりました。今日のWTPにつ
いて、どう価値を見直していくかとい
うことですが、今日のお話を総括する
と、まず、お客さまの課題や地域課題

2026年（令和8年）10月15日
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フィットネスクラブ
   マネジメントコーナー

FCMの詳細、
お試し問題等は

コチラ！

ＦＣＭ学習セミナー　3　開催！（無料）
2026年受検申請済の皆様へ

試験直前の学習支援！　

受講要項・受講申込み方法・受講準備

■ 同時双方向型のオンライン通信訓練 
 　開催日時：
 　・10月20日（火）10：30～12：00　（2級対象に行います）
 　・10月26日（月）10：30～12：00　（3級対象に行います）

■ 階層に応じた専門カリキュラム 
 　内容
 　10：30～11：00　勉強方法及び受検当日について紹介
 　11：00～12：00　過去問解答解説

■ 国家資格受検に向けた確実な対策 
 　1級技能士が、合格に直結するノウハウを丁寧に指導します。

受講料は無料です。

対象者： ２０２６年度１１月１９日（木）～１１月２２日（日）実施のフィットネスクラブ・マネジメント技能検定受検者

講義方法・定員： 同時双方向型の通信訓練（オンラインZoom等を予定）定員：80名

準備物： PC/タブレット（通信環境良好な場所）、公式テキストVOL.4, 電卓、筆記用具

　受講申込み方法： Ｅメールにて、タイトルに「FCM学習セミナー受講希望」と記載し、本文に受講者の①氏名、②所属
企業名、③メールアドレス、④受検申込み級　⑤受講希望日を記載してください。
送信先：fcm-test@fia.or.jp 　
申込み締切り：　各セミナー開催日の2日前まで＊申込み者に対して、セミナー用Zoom招待いたします。
当日はGoogleフォームを使用するため、各自Googleアカウント用メルアドにてログインしてください。これが困難場合申
込時に記載してください。
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FIAキャリア継続支援プロジェクト 始動
（2026/10/14）

FIA MEMBER NEWS  |  新プロジェクトのご案内

業界経験者のキャリアを活かし、正会員企業間で新たな活躍の場へ

FIA正会員企業限定  |  前所属先の推薦を活用  |  経験人材の採用につなげる

プロジェクトの目的
フィットネス業界で経験を積んだ人材が、転居などの個人的な事情により現在の職場を退職する場合にも、業界内でキャ
リアを継続できるよう支援する取り組みです。FIA正会員企業間で経験者・有資格者の雇用機会を創出し、働くことを希
望する人材と受入企業とのマッチングを促進します。

LPには「詳しくはこちら」「会員登録」「会員ログイン」の導線が設けられています。利用を希望する企業の採用担当者は、
FIAホームページの会員登録を行ったうえで、プロジェクトの登録手続きに進みます。
※利用対象や具体的な手続きは、LP・会員向け案内をご確認ください。

FIAポータルサイトからスタート　URL　https://fia.or.jp/
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プロジェクトの仕組みと手続き
FIA MEMBER NEWS  |  ご利用の流れ

01

02

03

受入企業の登録・情報更新

求職者の準備と希望先の確認

推薦・応募から連絡までフロー

本プロジェクトを活用するFIA正会員企業は、採用担当者を登録
します。登録・更新手続きはキャリア継続支援ポータルから行いま
す。事前にFIAホームページでの会員登録が必要です。

求職者は所定の求職者情報入力フォームを使用し、
所属企業の上司に相談します。FIA加盟クラブ検索
で希望する勤務先店舗を探し、キャリア継続支援ポ
ータルの求人企業一覧から受入企業を確認します。

STEP 1	 受入希望企業が採用担当者登録を行う

STEP 2	 求職者が指定フォームに記入し、所属企業の上司に相談する

STEP 3	 求職者がFIAサイトで希望勤務先を検索する

STEP 4	 上司が採用担当者情報と推薦コメントを求職者へ提供する

STEP 5	 求職者が登録企業の採用担当者へ求職資料をメール送付する

STEP 6	 採用担当者が希望先店舗へ求職情報を伝える

STEP 7	 希望先店舗の責任者が検討し、求職者へ連絡する ※掲載フローはご提供のプロジェクト資料に基づき編集しています。

関連画面｜FIA加盟クラブ検索
都道府県などから加盟クラブを検索し、希望する勤務先店舗
を検討する際の参考にします。

左：採用担当者登録・求職者シートのダウンロード　右：登録情報の確認画面
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　会長より、過日行った年永理事より近藤英雄氏への交代・選任に関する書面総会の結果について報告を行った。
＊書面総会議案及び回答フォームを７月25日正会員代表者あて送付、8月４日を期限として回答を収集した。
＊正会員代表者配布数99
＊過半数を超える回答者全員の同意を得た。
＊令和８年８月21日　日本フィットネス産業協会事務所において、会長・専務理事
　・監事（Web出席含む）により、回答書面を点検、近藤英雄氏の理事選任が総会により承認されたことを確認し、臨時総会
　　議事録を作成した。
＊役員登記手続き、ホームページ役員一覧の変更を行った。

事前審議を行った正会員入会の承認報告、及び、新たに申請のあった賛助会員４件の入会及び退会21につき審議を行い、いずれ
も異議なく承認された。

 入会 
１．賛助会員
　　１．会社名　  株式会社 エイム
　　　　所在地　　東京都青梅市
　　　　資本金　　7,505万円
　　　　営業内容　酸素水素浴システム。水素カプセル事業。

　　２．会社名　  株式会社 アスエミ
　　　　所在地　　東京都中央区
　　　　資本金　　1,400万円
　　　　営業内容　フィットネス人材事業。人材採用支援、インストラクター等の業務受託。

　　３．会社名　  KATSUGU 株式会社
　　　　所在地　　東京都千代田区
　　　　資本金　　100万円
　　　　営業内容　人材・組織・多店舗運営に対するマネジメント事業。
　
　　４．会社名　   株式会社 Hパートナー
　　　　所在地　　東京都豊島区
　　　　資本金　　1億円
　　　　営業内容　インフラ・業務コスト削減支援事業。
　　　　　　　　　※ひかり通信系列企業

2026年（令和8年）10月15日

FIAは9月4日、第244回となる理事会を開催し、理事
監事他18名が出席した。第244回

FIA理事会報告

議事1-1　書面総会実施報告

議事1-2　会員入会の件

審議・決裁事項
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 退会 
１．賛助会員
　　１．会社名　　コーナン建設 株式会社 
　　　　所在地　　大阪市北区
　　　　理由　　　費用対効果が得られない
　　　　入会　　　2005年7月
　　　　営業内容　ゼネコン事業
　　　　　　　　　 ※2008年～2012年代表取締役社長が理事を務めた。

事務局より事業分野の状況並びに今後の予定について説明を行い、必要事項は協議・決定した。　　

 １. 一般事業

討議・協議事項

１．フィットネス体力テストについて
1.フィットネス体力テストシステム利用状況（８月24日現在）
　延べ、20,183件
●概況

　加盟企業各社における体力テストの活用が停滞傾向にある。
　体力テストシステムの利用については、既に企業健保におけるニーズ、そして東京都のように自治体の運動参加向上による
地域の健康増進への活用（期待）はあるので、理事企業各社を中心に企業
健保並びに自治体への体力テスト実施の事業提案を促進いただくようご相談させていただきたい。

■FIAからのサポート
　・営業ツールのひな型の提供
　・商談にあたっての今までの事例についての情報提供　等

2．東京都との2026年度取り組みについて
今年度の東京都におけるフィットネス体力テストの活用が9月26日（土）から始まる。
■在京企業の実施予定
 　　

2026年（令和8年）10月15日

第244回 FIA理事会報告

議案２　報告・協議・承認事項
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■区市町村の実施予定

（３）企業健保体力テスト実施に関する進捗
　　　●現在実施計画中の企業健保
　　　　＞エムケー精工健康保険組合
　　　　＞富士通健康保険組合（主にチケット制（個別来店型）での要望あり

（４）ステップ運動評価指標の見直し
　ステップ運動種目の評価が他の測定種目と比較して上振れする状況を改善するため、現在、順天堂大学の内藤教授に依
頼し、評価基準の見直しを検討中。
　同時に実施のフローについても微調整を図ることで、測定評価の精緻性と運用上の安全確度の向上を図る。

２．FIAマスターズスイミング選手権大会について
秋季関西大会（報告）
９月26日（土）滋賀県草津市の「インフロニア草津アクアティクスセンター」にて開催。滋賀県水泳連盟共催。草津市・草津市
教育委員会後援。
６月１日募集要項公開、７月１日―８月16日をエントリー期間として募集し、262チーム、869名、個人1,344種目、リレー123種
目の応募があった。初めての会場、且つアジア大会水泳競技終了翌日の日程で、主要役員にはご負担をお掛けするが準備を進め
ている。
協議事項：来年大会の可否について。
秋季大会については、参加者数の漸減・収支均衡の困難・加盟企業の参加低迷、という課題があり、本年1月の理事会で中止も
含めた討議を行い、「本年は関係者の協力を得て開催し、参加傾向改善を見極める」という方針が示された。加えて今回は開催
地（会場）を京都市内から琵琶湖畔へ変更するという条件下での募集となったが参加者数は微増し、マスターズスイマーの高い
参加意欲は見えた。非加盟企業参加の増加による収支改善はあるが、加盟企業参加減により運営面では一部実行委員企業に負担
が集中している。加盟クラブ・企業にとって意義ある催事か？の点では悪化。
来年の同会場使用希望提出は今月（９月）であるため、開催の可否については本理事会で意思を固める必要がある。
検討ポイント
・加盟企業の参加意欲低下が続き、非加盟クラブが多数の催事となっても、業界団体として水泳を続けられる環境を守り、生涯

スポーツとしての価値を社会に提供し続けることに意義を見出し、大会を継続するべきか。FIAとしてどのように大会を位置
づけるべきか。

・実行委員企業の負担軽減策を講じることが出来るか
討議
＊FIAは、学校プール授業の代替や、水泳教育の継続等を推進する立場である。
＊相対的に加盟クラブ比率が低いとはいえ関西圏の加盟クラブ参加者の意欲はあり
　実行委員企業スタッフの負担も企業から見て許容範囲。
＊以上から、事業単体収支が均衡以上を維持できる限り継続して開催することとなった。

2026年（令和8年）10月15日

第244回 FIA理事会報告
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３．学校施設等を活用した生涯スポーツ推進のための先進モデル構築事業について（スポーツ庁）
令和8年度スポーツ庁予算計画に盛り込まれる表記モデル事業が、8月26日公募された。
9月4日Web説明会―9月16日の応募締め切りに向け準備中。
事務局註：９月16日事業への競争入札に応募書類を提出した。
　　　　　10月13日結果判明予定。

４．消費者庁事故調査委員会調査結果公表の件
消費者庁事故調査委員会による、パーソナルジムにおいて発生する障害事故の件数・内容などに関する一般公表が5月27日に行
われたことを受け、FIAは加盟企業に対し以下を要請し確認を求めることとした。

①あらためて、消費者庁安全調査委員会の報告書関係をパーソナル指導の品質管理に関係する部門の長（例：関係担当部長）が
必ず目を通して確認ください。

	 https://www.caa.go.jp/policies/council/csic/report/report_024/

②運動指導者団体連絡協議会が策定し、消費者庁並びに経済産業省によってオーソライズされた「運動指導における安全基準」
と「運動指導に従事する運動指導者に必要な知識と技能」を確認すると共に、各社におけるパーソナルトレーニング指導のサ
ービス提供に関する安全対策と突合し、不足している対応があれば適合させた上でサービスを提供する。

　※尚、該当する二件の書面については、以下の経済産業省ホームページより確認してください。
　https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/personaltraining.html
　運動指導者団体連絡協議会作成の「運動指導における安全基準」
　「運動指導に従事する運動指導者に必要な知識と技能」

③FIA加盟施設に於いては、必ずトレーニング指導に関する専門性を身につけ、そのエビデンスとして何らかの関連資格を有す
る者が指導にあたるようにする、もしくは各社に於いてトレーナーの教育と指導技術の認定基準を設定（各社の社内認定資格
等）し、お客様に対してはその資格を事前に提示するようにする。

④上記の①～③に対応いただいた上で、確認完了の旨を別紙の確認書にてお知らせいただき、お手数ですがFIA事務局までメー
ル添付で結構ですのでご返送いただきますよう、お願いいたします。

	 ※関係書面は、以下の経済産業省ホームページより確認してください。
　https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/personaltraining.html
　運動指導者団体連絡協議会作成の「運動指導における安全基準」
  「運動指導に従事する運動指導者に必要な知識と技能」
　※提出期日は配信の日から一か月後とする。

以上を討議の上、9月11日会員あて情報共有並びに10月16日を締め切りとして確認書提出を配信にて依頼。

５．メガロス武蔵小金井店にて昨年発生した
水難事故の調査報告がリリースされたことを受けたFIAとしての対応
加盟各社に対する広報について、野村不動産ライフ＆スポーツと調整。

石井理事ご説明。昨年12月22日当社ホームページに公表した調査報告書並びに再発防止策について、各社にて再確認を頂き
たい。
https://megalos.co.jp/safety_news_post/?14012
討議意見
＊これまでの理事会議論でもあったように、子供を預かる事業を手掛けている我々業界として、本事案をどう捉え活かしてゆく
のか、FIAとして加盟企業に呼び掛けることはすべき。
討議結果
①同社ホームページ掲載の資料を確認すること。並びに確認したことを文書でFIAへ報告を求める依頼を行う。
②それを受けたFIAとしての外部広報のあり方についてはさらに協議する。

2026年（令和8年）10月15日

第244回 FIA理事会報告
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６．情報共有：フリーランス法違反に関連する島村楽器（株）による違反事例
当業界に共通する要素もあり注意されたい。
１．契約書交付の不徹底（一部口頭のみがあった）
２．業務完了日起算で60日以内の支払い義務違反（計算月末締め―翌々月10日払い契約において業務日により支払い日が60日を
　　オーバーする）
３．無償業務をさせた違反。　生徒拡販の無料体験レッスンを無償で指導させた。
　　参考：公正取引委員会勧告内容：https://www.jftc.go.jp/houdou/250625_fl_shimamuragakki.html

７．FIAキャリア支援制度進行の件
　キャリア支援・人材紹介の仕組みはかねて準備を進めてきたが、9月中にFIAホームページ上にバナー等で公開し、10月リリ
ースを目指して準備を進める。
　

 ２. 検定事業 　

 １. 名称変更申請の件
検定事業の名称を「フィットネスクラブマネジメント技能」から「フィットネスマネジメント」に変更するため、9月中に厚生
労働省へ申し入れ手続きを開始することを了承。
「クラブ」を省くことでフィットネスクラブ事業のみが対象の資格という固定イメージを払拭し、広くフィットネス事業全般に
かかわるマネジメントを対象として広めたいため。

２. 11月試験準備状況
８月20日より募集開始。現時点での受検申込317件。（前回同期比125％）

３. 大臣表彰優良事業所推薦の件
厚生労働省からの推薦に基づく優良事業者としての表彰推薦。今年はルネサンス様を推薦することとしたい。受検者数169　技
能士数100　検定委員数23。了承。

 ３. 討議

今年度方針に基づく新規会議体などの件
（１）会員増強委員会
黒田副会長より説明
会員増強のための提案を発表し、新規加盟層へのアプローチと地域密着による推進体制を中心とした戦略を説明した。＊新料金
体系とガイドラインの提供、＊共同調達プログラム、＊消費者向けプランディング支援、＊相互利用システム、＊人材シェアリ
ングなどを含む。FIAは会員からの意見を求め、業界の変化に応じた新しい取り組みの必要性を強調した。
討議意見
会員区分の変更と新しい会員種別の導入について意見交換。現在の会員区分を拡大し、個人事業主制度の導入提案など。価値提
供の明確化と、個人事業主向け具体的な支援内容について議論が必要。
討議結果
次回の執行理事会で、提案された方向性と実現性についてさらに検討することが決定された。

（２）フィットネス認知向上委員会
室田会長・佐々木理事説明
10月の執行理事会で方向感を討議したうえで佐々木理事主宰による委員会活動を開始とした。

2026年（令和8年）10月15日

第244回 FIA理事会報告
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（３）会員交流促進に関する件（正会員・賛助会員）
吉田専務より説明
＊第一回賛助会員活性化委員会概要並びに討議意見
会員交流促進のための委員会が8月27日に開催され、正会員と賛助会員の関係強化と新規領域への事業創出の必要性が話し合わ
れた。マッチング型ビジネス交流会の提案や、地方の企業支援が重要である旨の意見があった。

2026年（令和8年）10月15日

第244回 FIA理事会報告
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ジム・シュマルツ（『Health & Fitness Business』誌 編集長）著 松村 剛翻訳

Global Industry 2026 Market Trends
（マーケットトレンド）

ここに紹介するトピックスは、
HFAとFIAの提携によりHFAがリリースしたレポートの一部を要約して紹介する、

海外フィットネス関連情報です！

『2026年 Health & Fitness Association（HFA）グローバルレポート』は、
世界各地の主要なヘルス・フィットネス市場の概要をまとめられたものです。

今号と次号にわたって、その主な部分を抜粋してご紹介します。
尚、本レポートでは、商業フィットネス業界の収益、施設数、総会員数などの主要指標を網羅し、

2025年のデータに基づいた人口統計、政策、市場動向の概要を提示しています。
特記なき限り、本レポートは商業フィットネス業界を対象としています。

ホテル内のフィットネスセンター、企業内ウェルネス施設、子供専用ジムなどは対象外です。
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　M&A（合併・買収）は堅調なペ

ースで推移しました。特に「HVLP

（高価値・低価格）」モデルのよう

な実績のあるビジネスモデルへの関

心が高まり、実績あるブランドのフ

ランチャイズ展開に対する投資家の

信頼も深まっています。

●AIの導入とウェアラブルデバイス

の活用が加速しています。

　運営業務や顧客向けサービス・コ

ミュニケーションにおけるAI連携エ

コシステムの構築は、他業界と歩調

を合わせる形で進んでいます。

　ウェアラブルデバイスは単なるア

クティビティトラッカーから、睡眠、

心臓の健康、ストレス、回復状況、

その他の生体指標をモニタリングす

る、より包括的なヘルスプラットフ

ォームへと進化を続けています。

●GLP-1治療が大きなビジネスチャ

ンスとして浮上しています。

　運営事業者はGLP-1製剤の利用者

を受け入れるだけでなく、従来の医

療従事者や遠隔医療企業と提携し、

GLP-1処方へのアクセスを提供する

動きを迅速に見せています。この傾

向を強力に後押ししているのが、

H F A （ H e a l t h  &  F i t n e s s 

Association）のホワイトペーパー

『From Weight Loss to Lasting 

変動の激しい市場で
成長を続ける、
機敏なフィットネス業界

　エネルギーショックやAIによる変

革の波に揺さぶられる世界市場におい

て、ヘルス・フィットネス業界は堅調

な成長を維持しています。

　世界のヘルス・フィットネス業界は、

市場の力や急速に変化する消費者のト

レンドに迅速に対応する能力を発揮し、

この1年間でその成長の勢いを維持し

ました。

　エネルギーショック、AIによる変革

の拡大、関税への懸念、消費者マイン

ドの低下、インフレの急伸、家計支出

の削減といった課題を考えてみてくだ

さい。

　こうした環境下で成長軌道を維持し

ている業界は、その基盤がいかに強固

であるかを証明していると言えます。

　本レポートで取り上げた各市場にお

いて、2025年も会員数、収益、施設

数は概ね増加傾向にありましたが、そ

の伸び率は地域や市場の成熟度によっ

て大きく異なりました。この1年間、

業界の動向を象徴する主なトピックは

以下の通りです。

●投資家の姿勢は依然として強気です

が、選別的な動きも見られます。

Value: Structured Exercise and the 

Economics of GLP-1 Therapy（減

量から持続的な価値へ：体系的な運

動とGLP-1療法の経済性）』です。

　同資料は、体系的な運動を組み合

わせることで、GLP-1治療の持続可

能性、臨床的有効性、そして経済的

価値が高まることを示しています。

●費用の負担感が懸念される中でもフ

ィットネスへの支出は底堅く推移して

います。

　消費者は裁量的支出（自由な支

出）の削減を余儀なくされる場面が

増えていますが、ジムの会員資格は

維持する選択をしています。

●  低価格（バジェット）モデルが引

き続き市場を席巻しています。

　投資家の意欲は依然として高く、

EōS Fitnessは負債込みで推定15億

米ドルで買収され、Crunch Fitness

は15億米ドル超の評価額で資本再

編を行いました。

　一方、進化を続ける「HVLP 3.0

（ハイ・バリュー・ロー・プライ

ス）」モデルは、低価格を維持しつ

つ、付加的なアメニティを導入する

ことで、バジェット型ジムのサービ

ス内容を拡充しています。

●ピラティスが他のフィットネス・モ

2026年（令和8年）10月15日
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　金融専門家や主要機関は、世界経済

に関するいくつかの重要な点について

概ね見解を同じくしています。2026

年初頭の時点では、世界経済の成長率

予測は2.5%から3.3%の範囲にありま

したが、その後、エネルギー価格への

懸念から複数の予測が下方修正されま

した。

　景気回復は「堅調ながらも不均一」

なものとなっています。中東紛争は当

面の最大のリスク要因であり、それま

で改善傾向にあったインフレ情勢を悪

化させる方向に作用しています。国連

は2026年5月19日の報告書において、

先進国のインフレ率が2025年の2.6%

から2026年には2.9%へ上昇し、多く

の国で中央銀行の目標をさらに上回る

水準になると予測しました。

　フィットネス事業者にとって、こう

した不均一な見通しは、影響を受けや

すい市場におけるエネルギー・人件費

の負担を増大させる一方で、低価格の

会員プランやその他の柔軟なサービス

提供の魅力を高める要因ともなってい

ます。

参加者数が過去最高を記録

　2025年後半から2026年初頭にか

けて発表された消費者調査は、フィッ

トネス業界がもはや単に「ジムへのア

クセス権」を販売するだけの存在では

デルにも広がっています。

　Planet  F i tness、Snap、LA 

Fitness、Crunch Fitness、Amped 

Fitnessといった大手ブランドが、

ピラティス・リフォーマーや関連プ

ログラムを導入しました。

　さらに、Les Mills Internationalや

YogaSixなどのブランドも、ピラテ

ィスに着想を得たクラス形式をサー

ビスの一環として提供し始めていま

す。

●フィットネス・レーシング、ピック

ルボール、パデルなど、ソーシャルな

要素を伴う競技・対戦型アクティビテ

ィが、エンゲージメントと成長を促す

大きな要因となっています。

　急成長するフィットネス・レーシ

ングの分野ではHYROXが引き続き

主導的な役割を果たす一方、Life 

TimeやF45といった大手ブランド

も独自の大会を立ち上げています。

また、ピックルボールやパデルも急

速な拡大を続けています。

世界経済の見通し：
エネルギー供給の
混乱に伴う成長の鈍化

こうした成長傾向は、大きな不確実性

に直面する世界経済の動向によって試

練にさらされています。

なくなっていることを示しています。

　各種調査、会員データ、運営事業者

への聞き取り調査からは、消費者がフ

ィットネスを「不可欠な支出」と捉え

始めている姿が一貫して浮かび上がっ

てきます。

　彼らは目標を単なる減量から、筋力

強化や全体的なウェルネス（メンタル

ヘルス、長寿、リカバリーなど）へと

再定義しており、施設選びにおいても、

単に設備が利用できるか否かだけでな

く、コミュニティや帰属意識を重視す

るようになっています。

　 H F A （ H e a l t h  &  F i t n e s s 

Association）の『2026年米国ヘルス

＆フィットネス消費者レポート』によ

ると、2025年の米国におけるフィッ

トネス施設会員数は8,100万人に達し、

過去最高を更新するとともにパンデミ

ック後4年連続の増加を記録しました。

　6歳以上の米国人の推定26.1%がフ

ィットネス施設の会員となっており、

都度払い（ビジター）利用者を含めた

総利用者数は初めて1億人を突破しま

した。

　2025年のフィットネス施設への総

来場回数は70億回近くに達し、パン

デミック前の2019年に記録した過去

最高値を上回りました。

　フィットネスに対する消費者の意欲

は、家計の支出状況にも表れています。

HFAがKantar社に委託して実施した

2026年（令和8年）10月15日
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Industry Traffic Tracker）」は、米国

内の約11,000施設における匿名化さ

れた人流データを分析した結果、1施

設あたりの平均来館数が前年比4.2%

増加したことを明らかにしました。

　特にHVLP（ハイボリューム・ロー

プライス）型ジムでは、第3四半期の

来館者数が過去最多を記録しました。

また、HFAの「2026年米国ヘルス＆

フィットネス消費者レポート」による

と、2025年の会員離脱率は7.1%へと

低下し、過去10年間で最低の水準と

なりました。一方で、平均会員継続期

間は5.0年に達し、こちらも過去10年

間で最長を記録しています。

　EuropeActiveによる欧州のデータ

も、こうした米国の報告内容を裏付け

るものとなっています。

　すなわち、フィットネス参加者の増

加、若年層向け専門特化型（スペシャ

リティ・フォーマット）施設の成長、

そしてGLP-1（肥満症治療薬等）の利

用とフィットネスとの関連性（現実的

な影響はあるものの、依然として限定

的な範囲にとどまる）といった傾向で

す。

　2025年時点での欧州市場は、会員

数7,550万人、売上高391億ユーロ、

別の調査では、以下のことが明らかに

なりました。

●8,200万人以上の米国人が、2026

年に健康やフィットネスの目標達成

のために総額600億ドル（1人あた

り月平均61ドル）を支出する予定

であると回答しました。

●2026年の目標設定において、「健

康・運動」は最も人気のあるテーマ

となり、目標を立てた人の54％が

これを挙げました。これは、金銭面、

栄養管理、人間関係といった他の項

目を上回る結果です。

●必要に迫られた場合に最初に削る家

計支出として「フィットネス」を挙

げた米国人はわずか23％にとどま

りました。これは外食（44％）、

旅行（36％）、娯楽（29％）とい

った項目を大きく下回っており、消

費者がフィットネスを比較的「削り

にくい（優先度の高い）支出」と見

なす傾向が強まっていることを裏付

けています。

　こうした堅調さは、施設ごとの来場

者数データにも反映されています。

HFAの「2025年フィットネス業界ト

ラフィック・トラッカー（Fitness 

クラブ数67,515施設という規模に達

しました。会員数は約5.8%、売上高

は約9.1%それぞれ増加しています。

　EuropeActiveのレポートによれば、

欧州のフィットネス業界は規模の拡大

と多様化が進むと同時に、人々の習慣

に深く根付くものへと変化しています。

　非会員や高齢者層、低価格帯（バジ

ェット）の運営事業者、そしてストレ

ングス系（筋力トレーニング）、マイ

ンド・ボディ（心身調整系）、ラケッ

トスポーツといった業態が成長を牽引

する一方、従来型の高頻度利用プログ

ラムやHIIT（高強度インターバルトレ

ーニング）、高級セグメントの利用状

況は、パンデミック前の水準と比較し

て依然として低調な傾向が続いていま

す。

〔次号に続く〕

2026年（令和8年）10月15日
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業界関連ニュースをイッキ読み！
ダイジェスト版

（2026年９月の報道記事より）

eスポーツ大会創設へ
国民スポーツ大会改革、魅力高める

　日本スポーツ協会は、国民スポーツ大会改革の一環とし

て、ゲームの腕前を競うeスポーツの新たな大会を設立す

ると発表した。国スポの文化プログラムとして実施してき

た大会を競技会に発展させ、第1回は2028年1～3月を目

指す。都道府県対抗方式で行う方針で、開催地は今後検

討する。若者に人気の分野を取り入れ、国スポの魅力と関

心を高める狙いがある。

　東京都内で開かれた記者会見で、日本スポ協の遠藤利

明会長はサッカーゲームの「eフットボール」を体験し「日

本のeスポーツの新たな在り方を示し、世界標準にしていき

たい」と述べた。日本eスポーツ協会の早川英樹会長は、

日本スポ協の指導者資格制度を活用して選手教育に乗り

出す意向を示し「競技としての本流を追い求め、eスポーツ

の社会的価値を高めたい」と語った。

　開催経費や、どのゲームを実施するかなどの詳細は未

定。日本スポ協は「国スポの開催自治体には負担をかけな

いよう対応する」としている。〔共同〕

（2026年9月3日／日本経済新聞）

子どもの水難防止へ
｢浮いて救助待つコツ｣
学校で教育、専門家と連携も

　子どもの水難事故を防ぐため、自身の体を浮かせるコツ

を学べる場を学校が設けている。校内プールの老朽化や

熱中症への懸念などから、水泳の授業は減少傾向にあ

る。泳ぐ技能が乏しい子も身につけやすい方法を伝え、有

事に役立ててもらう狙い。

　水中に沈み、体をゆっくり伸ばしながら大の字になって

浮き上がり、あおむけで呼吸を整える。慌てて泳ぎ出さず、

呼吸を確保して救助を待つための練習が主体。

　文部科学省は2017年改訂の学習指導要領で、小学校

の高学年に「安全確保につながる運動」を新設。クロール

と平泳ぎの2泳法の指導に終始せず、浮く技能を身につけ

ることも生命の安全確保に有効だとしたが、一方で指導の

場は減っている。

　スポーツ庁調査では1万8316校のうち、屋外プール保

有は1万5150施設だった。1校あたり0.83施設と、18年度

の0.94施設から減った。1960年代前後に整備されたプー

ルが更新期を迎え、改築費用が高額なことから廃止が相

次ぐ。猛暑で水泳の授業が中止になるケースも増えた。

　子どもの泳力格差も広がる。滋賀県大津市内の小学校

で、約80人に実施した調査によると、スイミングスクール

に通った経験のない児童が4割を占めた。3、4年生では平

泳ぎ、クロールができないと答えた児童はそれぞれ5割前

後に上った。

　調査した小学校は「顔をつけるのも怖いという子がいる

一方で、すぐに泳げるようになる子もいる。差が大きいクラ

スほど指導は難しい」と話す。

　市教委の指導計画では。小学3年は「浮いて進む」「潜

る」「けのび」などを年12時間学ぶ。同様の指導法は、大

阪府能勢町や和歌山県かつらぎ町でも取り入れられてい

る。

（2026年9月4日／日本経済新聞）

体育会系新卒に採用熱視線
AI時代、対人能力や継続力期待

　体育会所属学生の採用に企業が知恵を絞る。体育会系

学生限定の合同説明会への出展やダイレクトリクルーティ

ングを活用する。厳しい練習や試合を通じて培った継続力

や周囲と信頼関係を築いて成果につなげる力が評価され

ている。体育会系限定の合同説明会は2023年に初めて
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開催された。夏のインターン（就業体験）早期化を受けて

今年は例年より2週間早く実施され、慶応・早稲田・東大

などの体育会に所属する学生ら70人以上が参加した。

　イベントを統括した担当者は人工知能（AI）による新卒

採用への影響を指摘しつつ「体育会系学生へのニーズは

むしろ高まっている」と話す。体力に加え「チームとして動

けることを評価されている」。他団体責任者は、「厳しい上

下関係の中で培った礼儀正しさや、ある種の理不尽さに向

き合って身に付けた我慢強さのようなものを評価したり、

企業として是としたりするつもりは全くない」としたうえで

「スポーツはどれだけ厳しい練習をしても良い結果が出る

かどうか分からず、非線形要素が強い」と指摘。「試行錯

誤を繰り返しながら努力し続けてきた経験は貴重でビジネ

スにも通じるものがある」と語る。

　ある建材メーカーは体育会系学生に直接アプローチす

るダイレクトリクルーティングを実施した。「継続的に努力

できること」「困難を乗り越える力」「対人能力」を重視し

ており、要件を満たす体育会系の採用に力を入れる。

　就活情報サイトの新卒人材紹介サービスでは26年卒の

採用を行った企業のうち約1割にあたる約150社が採用条

件の一つに「体育会系経験」などと明記した。社数は5年

で3倍以上、割合も1.5倍と増加傾向にある。職種別で見

ると営業職と総合職が約4割ずつを占めていた。

　あるエントリーシート（ES）の内容分析では、体育会系

の学生は「続ける」「粘り強い」といった言葉をアピール

し、一般学生は「主体性」や「リーダーシップ」「効率化」

が多く、特性の違いが目立った。AIによる業務代替が進ん

でも営業職などは人が介在し、雇用への影響が小さいとみ

る企業は少なくない。

（2026年9月8日／日本経済新聞）

2人に1人が運動不足
座りっ放しに病気リスク

「歩行と同程度以上の活動を1日60分以上（高齢者は40

分以上）」とする国の推奨身体活動量の目安を達成してい

る人は全体の46.6％にとどまることが笹川スポーツ財団・

明治安田厚生事業団の調査で分かった。

　1日当たりの歩数は成人8千歩、高齢者6千歩が勧めら

れているが、調査では中央値が成人7017歩、高齢者

5428歩で、ともに下回った。

　厚生労働省「健康づくりのための身体活動・運動ガイド

2023」では、身体活動の強さを「メッツ（METs）」で表す

が、歩行は3に相当し、個人の状況に応じた上で成人は3

以上の活動を1日に60分以上、高齢者は40分以上するよ

う勧めている。生活の中では安静に座っている状態が1、

掃除機かけが3.3、風呂掃除や床磨きは3.5に当たる。

　調査は昨年約1300人のデータを分析。推奨活動量の

達成者の内訳は成人（20～64歳）で44.7％、高齢者（65

歳以上）で53.3％。成人の男女別では男性45.5％、女性

44.2％と大きな差はなく、高齢者でも同様の傾向だっ

た。

　1日当たりの座位時間では、中央値は成人が8.8時間、

高齢者が8.6時間に上った。

　厚労省のガイドは身体活動量が多い人は循環器病やが

ん、認知症などの発症リスクが下がると説明している。個

人差も踏まえて強度や量を調整し、少しでも多く体を動か

すことが大切だとした。

　座りっ放しの状態が続くと血流や代謝が悪くなり、病気

の発症に影響するとして注意を呼びかけている。

（2026年9月9日／日本経済新聞）

部活の地域移行指導者研修や
管理アプリ
松本山雅新組織、運動・文化系問わず
長野県外で展開も

　サッカーJリーグ松本山雅FCを運営する松本山雅（長

野県松本市）は、中学校部活動の地域展開（地域移行）

支援をはじめとした地域課題の解決に特化した組織を設

立した。今後、ホームタウンの枠を超えて幅広く展開するた

めの基盤とする方針だ。

業界関連ニュースをイッキ読み！
ダイジェスト版
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　新組織は「YAMAGA NEXT LAB.（ネクストラボ）」で、

県南部の南信地域でサッカースクール事業などを手掛け

ていた一般社団法人を改称した。スクール事業などを別の

NPO法人に移管し、地域の社会課題を解決する事業に特

化して今夏に本格稼働した。

　中学校の部活動は少子化による生徒数減少や教職員

の働き方改革などを背景に、主に休日の活動を学校から

地域クラブへ移す取り組みが全国で進む。松本山雅本体

も同県塩尻市や下諏訪町などから受託し、地域展開の運

営支援を進めてきた。

　ただ文部科学省は、地域クラブ活動は原則として「選

抜等を行わず、参加を希望する生徒を幅広く受け入れるこ

と」を重視する姿勢だ。プロスポーツクラブではセレクショ

ンが当たり前で、同社本体が受け皿となる際の課題だっ

た。

　そこで地域や企業との関係構築などを担うCRO（チー

フ・リレーション・オフィサー）の小沢修一代表取締役は

「自治体や地元企業が連携しやすいハブとなる組織が必

要」と判断した。企業よりも公益性の高い社団法人という

形でラボを立ち上げた。

　ラボはサッカースクール運営で蓄積したノウハウを生か

し、中学校部活動の地域展開に関わる部分で伴走型の運

営支援システムを提供する。運動系・文化系を問わず全て

の部活動を対象とする。

　支援システムの柱は指導者研修と管理アプリ、ポータル

サイト構築の3つだ。

　指導者研修では指導技術のほか、コンプライアンスや安

全管理などをオンラインで学べる仕組みを提供する。管理

アプリでは生徒の出欠やスケジュールの共有、月謝の集金

などを一元化できる。保護者や生徒がクラブ情報の確認

から参加申請まで行える自治体独自のポータルサイトは既

に塩尻市などで稼働している。

　部活動の地域展開では指導者不足が課題といわれる

が、ネクストラボの津田敦也代表理事は「適切な対価が支

払われれば指導を希望する人材は地域に必ずいる」と話

す。

　そのうえで「連絡調整や集金、施設の確保、大会エント

リーといった『クラブを運営し、まとめる業務』を支え、指

導者が指導に専念できる環境をつくることが大切だ」とラ

ボの取り組みの狙いを説明する。

　ラボは今後、運営システムやデジタルプラットフォームと

してパッケージ化し、多くの地域に展開していく方針だ。県

内の麻績村や箕輪町、高森町などの自治体のほか、神奈

川県厚木市のNPOと組んで隣の秦野市から受託すること

も決まったという。地域のブランディング（ブランド戦略）

や脱炭素支援にも取り組む方針だ。

　文科省は2025年に策定した部活動改革のガイドライン

で「地域展開」という考えを強調した。学校部活動を単に

地域へ移すだけでなく、学校も関わりながら地域全体で子

どもの活動を支える狙いを明確にした。地域の人材や施設

を活用し、多様な活動機会を広げる考え方を反映した。

　こうした考えはJリーグが掲げる「地域密着」の理念と

親和性がある。松本山雅が地域のプロスポーツクラブとし

て培ってきた知見やノウハウは、ラボを通じて地域全体で

子どもたちの活動を支える枠組みとして生かされそうだ。

（2026年9月9日／日本経済新聞）

サブスク契約に新ルール
ジムや習い事も対象
虚偽説明での解約妨害を禁止

業界関連ニュースをイッキ読み！
ダイジェスト版
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　消費者庁の有識者検討会は、サブスクリプション（定額

課金）サービスなどの解約を不当に妨害する行為の禁止を

柱とする中間報告書をまとめた。適格消費者団体による差

し止め請求もできる。

　消費者庁の別の検討会もウェブサイトのデザインで消

費者を巧みに誘導する「ダークパターン」への法規制導入

を打ち出しており、デジタル時代に即した消費者法制への

転換を急ぐ。

　報告書では動画・音楽配信などのサブスクのような一定

期間継続的に提供される契約について、不当に解約を妨

害する行為を法律で禁止する必要があるとした。電子商取

引（EC）サイトなどの定期購入サービスやスポーツジム、習

い事なども対象に想定する。

　具体的な禁止行為としては▽解約するかどうかの判断に

影響を及ぼす事項について噓をつく▽不確実な内容につ

いて断定的な情報を提供する▽解約申し入れの拒否や不

当な遅延――を挙げた。

　消費者契約法と特定商取引法の見直し議論で共通する

のは、デジタル取引では表示方法や画面設計によって消

費者の行動が左右されるため、必要な情報が示されれば

消費者は合理的な判断が下せるという従来の消費者保護

制度の前提が通用しないとの考え方だ。

　また急増するサブスク形式のサービスは不当なつなぎ留

めなど契約後のトラブルも多く、契約時だけでなく解約時

も含めた取引全体を規制する必要があるとの認識も共通

する。

　中間報告書では、ダークパターンへの特商法による規制

の必要性に言及しており、▽支払総額や契約期間を不明

瞭に表示▽虚偽の口コミ・在庫情報の表示▽威迫的な文

言で申し込みを促す表示――などを規制し、違反した事

業者には行政処分を科す方針を示した。

　また中間報告書では商品やサービスの解約料のあり

方にも言及した。検討会では金額の妥当性について事業

者側に立証責任を転換することなどが議論されたが、報

告書は一律の基準を設けることは困難とし、規定は見直

さず、まずは事業者の説明責任を強化するとの方針を示

した。

（2026年9月10日／日本経済新聞）

1～8月の倒産が過去最多
フィットネスクラブ

　東京商工リサーチは1～8月のフィットネスクラブの倒産

が26件と発表。前年同期比で2.6倍で、過去最多を更新。

テナント料金や光熱費、専門トレーナーの人件費などコス

ト増などが響いた。資本金別では「1000万円未満」が24

件と9割。従業員数別でも「5人未満」が23件、「5人以上

10人未満」が2件と小・零細企業の倒産が目立つ。

　原因別では「販売不振」が最多の19件だった。「既往の

しわ寄せ」（3件）が続いた。

　健康志向の高まりを背景にフィットネス市場は拡大し、

パーソナルジムなど形態の多様化が進む。商工リサーチは

「参入障壁の低さがレッドオーシャン化を招いている。フィ

ットネスクラブの新陳代謝は本格化する可能性が高い」と

みる。

（2026年9月11日／日本経済新聞）

神戸市部活の地域移行
中学で廃止、政令市初の全面導入　

　神戸市教育委員会は、市立中の部活動を廃止し、民間

クラブへと移行させる「コベカツ」の取り組みを始めた。国

は部活動の地域展開（地域移行）を推進するが、平日も含

めて全面移行するのは政令指定都市で初めて。

　記事やラジオ番組をつくる「こども編集部」の活動で

は、運営する団体は、部活動に代わって希望した生徒を受

け入れる。

　コベカツにはスポーツクラブや大学などが運営する約千

の団体が登録しており居住地域にかかわらず参加可能。

　学校単位では部員が集まらずに休部や廃部となる例も

多い中、選択肢が増えるメリットがあるとしている。

　生徒は会費を負担し、市は1人当たり月1500円（就学援
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助世帯には3千円）を助成する。学校外活動での安全確保

に向け、市は定期的な研修や、保険加入も義務付ける。

　課題点もある。＊不審者対応などの懸念。＊活動中の

事故や事件で指導者が中傷の対象になった場合市は守れ

るのか。など。

（2026年9月17日／日本経済新聞）

ジムでけが、賠償請求可能か
弁護士 志賀剛一氏

　パーソナルジムで、トレーナーの指示どおりトレーニング

した結果、肉離れを起こし、治療を受けた。ジムに治療費

を請求したところ、「事故等が発生した場合でも、当ジム

は一切責任を負いません」との規約があり、会員も了承して

いるとして、請求を拒否されているケース。

　法的には、トレーナーは利用者に対し、ケガをしないよ

うに配慮する義務（安全配慮義務）を負う。利用者の体力

や健康状態を考慮せず、負荷の大きいトレーニングをさせ

た結果、利用者がケガを負えば、安全配慮義務違反にな

る可能性が高いと思われる。トレーナーを雇うジム側も使

用者責任を負う。

　ところが、多くのパーソナルジムは利用中のケガなどに

ついて「ジム側は責任を負いません」との免責条項と呼ぶ

規定を規約や会則に置いている。ただし利用者が個人とし

てジムやトレーナー（事業者）と契約すると、「事業者の損

害賠償責任をすべて免除する条項」は消費者契約法で無

効です。「一切責任を負いません」との条項は無効と解さ

れます。

　消費者契約法は「事業者の故意または重大な過失によ

り消費者に損害が発生した場合に、事業者の責任の一部

を免除する条項」も無効とします。最近は「当社に故意ま

たは重大な過失があった場合を除き、当社は一切の責任

を負わない」など、「故意・重過失の場合」を除外し、免責

を定める場合が多い。

　ただし、こうした定めがあればジム側に故意や重過失が

ない限り賠償責任を追及できないかといえば、必ずしもそ

うとはいえない。スポーツクラブ内のスイミング施設内で

床にたまった水に足を滑らせケガを負った利用者が、クラ

ブ運営会社に対して治療費などの賠償を求めた事案につ

いて、利用者の賠償請求を認めた1997年の判決がある。

　この事案ではクラブの会則に「人的・物的事故につい

て、会社側に重過失のある場合を除き、会社は一切損害

賠償の責を負わない」旨があった。判決は、免責条項は利

用者の自己責任と考えられる場合に適用するもので、床の

水による事故は本人だけの過失でないとし、会則の適用を

限定的に解釈した。

　規約や会則の規定に「賠償責任を負わない」とあって

も、損害賠償が一切認められないわけではない。損害賠

償が認められるかは事案に応じて個別に判断されるので、

利用者は、医師の診断書を取得し、ケガの経緯などを詳細

に記録することが必要である。

（2026年9月19日／日本経済新聞）

業界関連ニュースをイッキ読み！
ダイジェスト版


